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業 績 予 想 お よ び 配 当 予 想 の 修 正 に つ い て 
 
 

当社は、本日開催の取締役会において平成 21 年 3 月期の期末配当予想を修正することを決議

いたしましたのでお知らせいたします。また、平成 20 年 11 月 12 日に公表いたしました平成

21 年 3 月期の業績予想を下表の通り修正いたします。 
 
 

記 
 
１．連 結 業 績 予 想 

 
平成 21 年 3 月期（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円、％） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 1,710,000 1,000 △8,000 △13,000

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 1,640,000 △700 △11,000 △24,200

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） △70,000 △1,700 △3,000 △11,200

 増 減 率 △4.1 ─ ─ ─

前期（平成 20 年 3 月期）実績 1,711,713 48,856 39,903 24,446
 
 

２．個 別 業 績 予 想 
 

平成 21 年 3 月期（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 1,350,000 1,000 △3,000 △9,000

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 1,295,000 2,900 △2,600 △23,200

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） △55,000 1,900 400 △14,200

 増 減 率 △4.1 190.0 ─ ─

前期（平成 20 年 3 月期）実績 1,369,724 33,090 30,128 12,233

 



 
 
３．業績予想の修正理由 

 
個別業績につきましては、売上高の減少があったものの、工事採算の好転および販管費の削

減により営業利益・経常利益ともに計画を上回る見通しです。 
しかしながら、不動産デベロッパーの相次ぐ破綻に伴い計画折り込み額に対し追加損失が約

131 億円（損失処理総額は約 221 億円）および株式市況の低迷に伴い投資有価証券評価損が同
じく約 31 億円（損失処理総額は約 38 億円）発生したことなどにより当期純損失が拡大する見
通しであるため、個別業績予想を修正いたします。 
連結業績につきましては、連結子会社である有楽土地㈱において、マンション市況の低迷に

伴いたな卸資産評価損を追加計上したため、営業利益・経常利益・当期純利益ともに業績予想
を下方修正いたします。 

 

 

４．配 当 予 想 
 

 １株当たり配当金 

基 準 日 第１四半期末 第 2 四半期末 第 3 四半期末 期  末 年  間 

前 回 予 想 
円銭

─

円銭

3.00

円銭

─

円銭 

3.00 

円銭

6.00

今 回 修 正 予 想 ─ ─ ─ 2.00 5.00

当 期 実 績 ─ 3.00 ─ ─ ─

前期（平成 20 年 3 月期）実績 ─ 3.00 ─ 3.00 6.00

 
 

５．配当予想の修正理由 
 

当社は、長期的な安定配当を基本方針として、将来の事業展開に備えるために内部留保の充
実を図りながら、業績の好調な時は特別配当等により株主に利益の還元を行うこととしており
ます。 
しかしながら、「３．業績予想の修正理由」に記載した理由により多額の当期純損失を計上

し、株主資本を大きく毀損させることから、誠に遺憾ながら、資本充実を図るべく 1 株当たり
の普通配当を当初公表から 1 円減配し年 5 円（うち中間配当 3 円）といたします。 

 
 

６．役員報酬の返上について 
 

今般の業績下方修正・減配という不本意な結果を真摯に受け止め、その経営責任を明確にす
るべく平成 21 年 4 月から 6 ヶ月間の取締役および執行役員の報酬を 30％（社外取締役につい
ては 10％）返上いたします。 

 



 
 
７．新たな「中期経営計画」（2009～2011 年度）の策定について 

 
昨年来の急激かつ世界的な景気減速などの環境変化に対し、当社グループとして迅速かつ的

確に対応していくため、現行計画を前倒しで見直し、新たな中期経営計画を策定しております。 
現在､当社が認識している経営課題および課題を解決するための個別戦略は、主に以下の通り

です。 
 

■ 海外事業の再構築 ： 地域と事業量の絞込み、外部人材の活用など 

■ 入手時リスク管理の徹底 ： 与信管理の徹底、リスク分析・評価の徹底など 

■ 事業における選択と集中 ： 環境分野への取組み強化、リニューアル市場への注力など 
■ 生産システムの改善 ： 施工の効率化・品質向上のための技術開発など 
■ 財務体質の強化 ： 株主資本の蓄積および有利子負債の削減など 

 
 

以上の施策により、計画最終年度（2011 年度）に下記の経営数値目標の達成を目指します。 

 連  結 単  体 

営業利益 470 億円 370 億円 

経常利益 360 億円 300 億円 

有利子負債 4,300 億円未満 3,000 億円未満 

Ｄ/Ｅレシオ 1.3 倍 1.0 倍 

 
 

詳細につきましては、5 月 15 日の決算発表時にお知らせすることを予定しております。 
 

 
 

以   上 


